
介護保険特別会計
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歳入予算の概要 

【介護保険特別会計】 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節１ 現年度分特別徴収保険料 細節 現年度分特別徴収保険料 

令和 7年度当初予算額 ２，５７５，６２０千円 令和 6年度当初予算額 ２，５５８，７６９千円 令和 5年度決算額 ２，３３０，４２６千円 

概要 

６５歳以上の方の年金から差し引かれる現年度分の介護保険料です。保険料は、世帯の住民税課税状況や被保険者の住民

税課税状況及び合計所得金額等により１３段階に設定しています。 担当課 介護保険課 

 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節２ 現年度分普通徴収保険料 細節 現年度分普通徴収保険料 

令和 7年度当初予算額 ２５２，９８２千円 令和 6年度当初予算額 ２５７，０６５千円 令和 5年度決算額 ２１６，５３７千円 

概要 

６５歳以上の方の個人で納付していただく現年度分の介護保険料です。保険料は、世帯の住民税課税状況や被保険者の住

民税課税状況及び合計所得金額等により１３段階に設定しています。 担当課 介護保険課 

 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節３ 滞納繰越分普通徴収保険料 細節 滞納繰越分普通徴収保険

料 

令和 7年度当初予算額 ８，２８４千円 令和 6年度当初予算額 ７，９９４千円 令和 5年度決算額 ８，１７８千円 

概要 
６５歳以上の方の滞納繰越分の介護保険料です。 

担当課 介護保険課 

 

 

 

 



事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

１総務費 85,153 -42.6%

148,285)(            

２保険給付費 11,614,778 1.5% 介護サービス給付費負担金 10,460,987 介護保険課 234

11,446,451)(         介護予防サービス給付費負担金 522,375 介護保険課 235

４基金積立金 300 22.4%

245)(                

５地域支援事業費 660,657 7.5% 介護予防・生活支援サービス事業 302,575 高齢者支援課 236

614,487)(            一般介護予防事業 5,903 高齢者支援課 237

総合相談事業 238,746 高齢者支援課 238

在宅医療・介護連携推進事業 14,201 高齢者支援課 239

生活支援体制整備事業 33,910 高齢者支援課 240

認知症総合支援事業 8,719 高齢者支援課 241

６諸支出金 3,012 0.0%

3,012)(              

７予備費 10,000 0.0%

10,000)(             

令和７年度　掲載事業一覧（介護保険特別会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ２ 項 １ 目 １ 介護サービス給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 
事 業 名 介護サービス給付費負担金 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

１０，４６０，９８７千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１０，１３１，２７９千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

 

 

 

03 

 

04 

 

05 

07 

 

 

 

 

 

保険料 

 

 

 

国庫支出金 

 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

 

 

 

 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

滞納繰越分普通徴収保険

料 

介護給付費負担金 

現年度分調整交付金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

低所得者保険料軽減繰入

金 

介護給付費準備基金繰入

金 

 

2,103,185 

236,363 

8,284 

 

1,819,109 

110,457 

2,824,466 

 

1,580,711 

1,307,624 

114,181 

 

356,607 

 

 

令和 5年度決算 
事業費総額 

９，２４３，８１０千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第４１条～第５０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要介護認定者の介護サービス（居宅・施設・その他）に係る法定給付保険者負担

金です。要介護認定者が利用した介護サービス給付費等の支払いに関して、埼玉県

国民健康保険団体連合会からの負担金請求に基づき支出するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 全国の各市町村が介護保険の保険者であり、同様の事業を実施しています。 

 

計 10,460,987 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 10,460,987 

計 10,460,987 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）  

なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

 

款 ２ 項 ２ 目 １ 介護予防サービス給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 
事 業 名 介護予防サービス給付費負担金 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

５２２，３７５千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

４７９，３０３千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

 

03 

04 

 

05 

07 

 

保険料 

 

国庫支出金 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

介護給付費負担金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

 

138,741 

7,524 

104,475 

141,041 

 

65,297 

65,297 

 

令和 5年度決算 
事業費総額 

４４５，０３１千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第５３条～第６０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要支援認定者の介護予防サービスに係る法定給付保険者負担金です。要支援認定

者が利用した介護予防サービス給付費等の支払いに関して、埼玉県国民健康保険団

体連合会からの負担金請求に基づき支出するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 全国の各市町村が介護保険の保険者であり、同様の事業を実施しています。 

 

計 522,375 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 522,375 

 

計 522,375 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

款 ５ 項 １ 目 １ 
介護予防・生活支援サー

ビス事業費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 訪問型・通所型サービスでは、住民主体の多様なサービスを提供して

います。 

 

 

事 業 名 介護予防・生活支援サービス事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

３０２，５７５千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

２５０，８７０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

３０６，３４０千円 01 

03 

 

04 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

支払基金交付金 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業支援交付金 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業繰入金 

(介護予防・日常生活） 

81,689 

63,541 

 

81,697 

37,824 

 

37,824 

令和 5年度決算 
事業費総額 

２７０，０１３千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 介護保険の要介護認定で「要支援１」「要支援２」に認定された方、基本チェッ

クリストによりサービス事業対象者（生活機能の低下がみられ、要支援状態となる

おそれがある高齢者）と認定された方及び要介護１以上の認定を受けた後も本人が

希望し市が必要であると認めた方を対象に、介護事業者や住民主体の支援などの訪

問型サービス（掃除・洗濯などの日常生活支援）・通所型サービス（機能訓練・集

いの場などの日常生活支援）を提供しています。 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

  

 

計 302,575 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

11 

18 

 

 

 

01 

02 

01 

02 

消耗品費 

手数料 

負担金 

補助及び交付金 

110 

20 

300,805 

1,640 

計 302,575 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 一般介護予防事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 自主グループ活動支援事業はボランティア団体と連携して実施してい

ます。 

 

事 業 名 一般介護予防事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

５，９０３千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

７，２７８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

04 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

支払基金交付金 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業支援交付金 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業繰入金 

(介護予防・日常生活） 

1,597 

1,239 

 

1,593 

737 

 

737 

令和 5年度決算 
事業費総額 

４，３６３千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 全ての第一号被保険者の方を対象に、介護予防事業を実施します。 

地域において住民主体の通いの場を充実させ、リハビリテーション専門職等によ

る自立支援に資する取組を推進し、生きがいをもって生活できる地域を目指しま

す。 

ずっと元気！いきいき介護予防教室、体力・脳力アップ教室、脳げんき教室、大

人の脳活教室、歯っぴーかむかむ教室、地域リハビリテーション活動支援事業、地

域介護予防活動支援等を実施します。 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

 

 

計 5,903 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

11 

 

12 

13 

18 

01 

01 

02 

06 

01 

02 

01 

報償費 

消耗品費 

手数料 

保険料 

委託料 

会場借上料 

負担金 

180 

220 

190 

360 

4,910 

6 

37 

計 5,903 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



238 

 

 

事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

款 ５ 項 ３ 目 １ 総合相談事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 総合相談事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

２３８，７４６千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

２４２，７０７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金(介

護・日常生活以外) 

54,896 

91,922 

 

45,964 

 

45,964 

令和 5年度決算 
事業費総額 

２２４，８４８千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 総合相談事業は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を

継続していけるよう、地域における適切なサービス、関係機関及び制度の利用につ

なげる等の支援を行います。 

事業内容は、日常生活圏域ごと９地区に設置した地域包括支援センターにおい

て、社会福祉士・保健師・主任介護支援専門員等の専門職が専門的・継続的な相談

支援等を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

計 238,746 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

11 

12 

17 

01 

01 

01 

01 

02 

報償費 

消耗品費 

通信運搬費 

委託料 

機械器具購入費 

50 

24 

396 

238,082 

194 

計 238,746 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

 

款 ５ 項 ３ 目 ５ 
在宅医療・介護連携推進

事業費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

１４，２０１千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１４，８２６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金 

(介護・日常生活以外) 

3,268 

5,467 

 

2,733 

 

2,733 

令和 5年度決算 
事業費総額 

１４，３６７千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的

に提供する体制の構築を進めています。 

当事業のうち、主に医療分野との連携に関連する業務を在宅医療支援センター業

務として入間地区医師会に委託しています。 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

 

計 14,201 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

12 

01 

04 

01 

消耗品費 

印刷製本費 

委託料 

231 

770 

13,200 

計 14,201 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

款 ５ 項 ３ 目 ６ 生活支援体制整備事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 介護サービス事業者や民生委員、自治会役員等が参加し、定期的な情

報の共有・連携強化の場として協議体を開催しています。 

 

事 業 名 生活支援体制整備事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

３３，９１０千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

３３，４６２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金 

(介護・日常生活以外) 

7,798 

13,056 

 

6,528 

 

6,528 

令和 5年度決算 
事業費総額 

３２，０１１千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

生活支援等サービスの提供体制構築に向け、地域の支援ニーズの把握や地縁組織

などの関係者間の情報共有、地域に不足しているサービスの創出やサービスの担い

手の養成などのコーディネート業務を行うため、市全域を担当する第１層生活支援

コーディネーター、日常生活圏域を担当する第２層生活支援コーディネーターを配

置しています。 

また、生活支援コーディネーターや地域の関係者等が参画し、定期的な情報共有

及び連携強化の中核となるネットワークの場として、第１層（市全域）及び第２層

（各日常生活圏域）協議体を設置し、地域の団体・関係者等と地域の課題を共有し、

地域資源や住民活動により地域で解決できる方法を検討しています。 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

 

計 33,910 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

12 01 委託料 33,910 

計 33,910 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

款 ５ 項 ３ 目 ７ 認知症総合支援事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 認知症の方及びその家族、地域住民、専門家などが集い、認知症について

意見交換ができる場として「オレンジカフェ（認知症カフェ）」を開催して

います。 

事 業 名 認知症総合支援事業 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

８，７１９千円 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

８，６０３千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 6年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金 

(介護・日常生活以外) 

2,007 

3,356 

 

1,678 

 

1,678 

 

令和 5年度決算 
事業費総額 

７，６６０千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮ら

し続けることができるよう当事業を進めています。 

主な事業内容としては、認知症専門医、保健師、社会福祉士等をメンバーと

する「認知症初期集中支援チーム」を設置し、認知症の方やその家族に対して

初期の段階から適切に支援しています。そして、地域包括支援センター職員が

担っている「認知症地域支援推進員」は、認知症の方やその家族からの相談に

対応し、認知症サポーター養成講座や認知症サポーターステップアップ研修の

開催、チームオレンジ（認知症サポータ

ーが認知症の人やその家族を支援する組

織）やオレンジカフェ（認知症カフェ）

の活動を支援しています。また、普及啓

発としてチームオレンジや学校、企業等

と共に各地域で「オレンジガーデニング

プロジェクト」を実施しています。 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

計 8,719 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

 

11 

 

12 

18 

01 

01 

04 

01 

02 

01 

01 

02 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

手数料 

委託料 

負担金 

補助及び交付金 

417 

737 

336 

9 

50 

6,480 

90 

600 

計 8,719 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 




